
 

 

 

業務委託契約書 
 

 

１．業務名称  2022年度四国における遠隔研修映像撮影・編集委託事業 

 

２．契約金額  金 XXXXXXX円 

     （内 消費税及び地方消費税の合計額 XXXXXX円） 

 

３．履行期間   2022年 8 月 1日から 2023 年 2 月 28日まで 

 

頭書業務の実施について、独立行政法人国際協力機構四国センター（以下「発注

者」という。）と XXXXXXXX（以下「受注者」という。）とはおのおの対等な立場に

おける合意に基づいて、次の条項によって契約（以下「本契約」という。）を締結

し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 

（総 則） 

第１条  受注者は、本契約に定めるところに従い、附属書Ⅰ「業務仕様書」（以下 

「業務仕様書」という。）に定義する業務を、善良な管理者の注意義務をもって 誠

実に履行し、発注者は受注者に対しその対価を支払うものとする。 

２  受注者は、本契約書及び業務仕様書に特別の定めがある場合を除き、業務を実 

施するために必要な方法、手段、手順については、受注者の責任において定める 

ものとする。 

３ 本契約の履行及び業務の実施（安全対策を含む）に関し、受注者から発注者に 

提出する書類は、発注者の指定するものを除き、第 5条に定義する監督職員を経 

由して提出するものとする。 

４ 前項の書類は、第 5条に規定する監督職員に提出された日に発注者に提出され 

たものとみなす。 

５ 発注者は、本業務の委託に関し、受注者から契約保証金を徴求しない。 

６ 受注者が共同企業体である場合は、その構成員は、発注者に対して、連帯して 

本契約を履行し、業務を実施する義務を負うものとする。また、本契約に基づく 

賠償金、違約金及び延滞金が発生する場合は、全構成員による連帯債務とする。 

 

（業務計画書） 

第２条  受注者は、本契約締結日から起算して 10 営業日（営業日とは国民の祝日に 

関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日及び 12月 29日から 1月 3日

までを除く月曜日から金曜日までの日をいう。以下、同じ。）以内に、業務仕様書に

基づいて業務計画書を作成し、発注者に提出しなければならない。ただし、業務仕

様書に特別の定めがあるとき又はあらかじめ発注者の承諾を得たときは、この限り

でない。 

 

 

 



 

 

（権利義務の譲渡等） 

第３条  受注者は、本契約の地位又は本契約により生ずる権利又は義務を第三者に 

譲渡、又は継承させてはならない。ただし、あらかじめ書面による発注者の承諾を

得たときは、この限りでない。 

 

（再委託又は下請負の禁止） 

第４条  受注者は、業務の実施を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

ただし、業務仕様書に特別の定めがあるとき又はあらかじめ書面による発注者の承

諾を得たときは、この限りでない。 

２  受注者が、前項ただし書の規定により業務の一部の実施を第三者に委託し、又 

は請け負わせる場合は、次の各号の条件が課されるものとする。 

（１）受注者は発注者に対し、本契約により生ずる一切の義務を免れるものではな

く、また、受託者又は下請負人の役職員を受注者の役職員とみなし、当該役

職員が本契約により生ずる受注者の義務に違反した場合は、受注者が責任を

負うものとする。 

（２）発注者は、受注者に対して、受託者又は下請負人の名称その他必要な事項の 

通知を求めることができる。 

（３）第 15条第 1項第 6号イからトまでのいずれかに該当する者を受託者又は下請 

負人としてはならない。 

 

（監督職員） 

第５条  発注者は、本契約の適正な履行を確保するため、独立行政法人国際協力機 

構四国センター業務課長の職にある者を監督職員と定める。 

２ 監督職員は、本契約の履行及び業務の実施に関して、次に掲げる業務を行う権 

限を有する。 

（１） 第 1条第 3項に定める書類の受理 

（２）  本契約に基づく、受注者又は次条に定める受注者の業務責任者にする指 

示、承諾及び協議  

（３）  本契約に基づく、業務工程の監理及び立会 

３ 前項における、指示、承諾、協議及び立会とは、次の定義による。 

（１）  指示 監督職員が受注者又は受注者の業務責任者に対し、監督職員の所掌

権限に係る方針、基準、計画等を示し、実施させることをいう。 

（２）  承諾 受注者又は受注者の業務責任者が監督職員に報告し、監督職員が所

掌権限に基づき了解することをいう。 

（３）  協議 監督職員と受注者又は受注者の業務責任者が対等の立場で合議し、 

結論を得ることをいう。 

（４）  立会 監督職員又は又はその委任を受けたものが作業現場に出向き、業務 

仕様書に基づき業務が行われているかを確認することをいう。 

４ 第 2項第 2号の規定に基づく監督職員の指示、承諾及び協議は、原則としてこ 

れを書面に記録することとする。 

５ 発注者は、監督職員に対し本契約に基づく発注者の権限の一部であって、第 2 

項で定める権限以外のものを委任したときは、当該委任した権限の内容を書面に 

より受注者に通知しなければならない。 



 

 

 ６ 発注者は、監督職員を通じて、受注者に対し、いつでも本契約の業務の履行

状況の報告を求めることができる。 

 

（業務責任者） 

第６条  受注者は、本契約の履行に先立ち、業務責任者を定め、発注者に届出をし 

なければならない。発注者の同意を得て、業務責任者を交代させたときも同様とす

る。 

２ 受注者は、前項の規定により定めた業務責任者に、業務の実施についての総括 

管理を行わせるとともに、発注者との連絡に当たらせなければならない。 

３ 業務責任者は、本契約に基づく受注者の行為に関し、受注者を代表する権限 

（ただし、契約金額の変更、作業項目の追加等業務内容の重大な変更、履行期間の 

変更、損害額の決定、本契約に係る支払請求及び金銭 受領の権限並びに本契約の 

解除に係るものを除く。）を有するものとする。 

 

（業務内容の変更） 

第７条  発注者は、必要があると認めるときは、受注者に対して書面による通知に 

より業務内容の変更を求めることができる。 

２ 発注者は、必要があると認めるときは、受注者に対して書面による通知により 

業務の全部又は一部を一時中止させることができる。 

３ 第 1項により業務内容を変更する場合において、履行期間若しくは契約金額を 

変更する必要があると認められるとき、又は受注者が直接かつ現実に損害を受け 

たときは、発注者及び受注者は、変更後の履行期間及び契約金額並びに賠償額に

ついて協議し、当該協議の結果を書面により定める。 

４ 第 2項の場合において、受注者に増加費用が生じたとき、又は受注者が直接か 

つ現実に損害を受けたときは、発注者はその費用を負担し、又はその損害を賠償 

しなければならない。この場合において、発注者及び受注者は、負担額及び賠償 

額を協議し、当該協議の結果を書面により定める。 

 

（一般的損害） 

第８条  業務の実施において生じた損害（本契約で別に定める場合を除く。）につい 

ては、受注者が負担する。ただし、発注者の責に帰すべき理由により生じた損害に

ついては、発注者が負担する。 

 

（第三者に及ぼした損害） 

第９条  業務の実施に関し、第三者に及ぼした損害について、当該第三者に対して 

賠償を行わなければならない場合は、受注者がその賠償額を負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する損害の発生が発注者の責に帰すべき 

事由による場合は、発注者がその賠償額を負担する。ただし、受注者が、発注者 

の責に帰すべき事由があることを知りながらこれを発注者に通知しなかったとき 

は、この限りでない。 

３ 前二項の場合において、その他業務の実施に関し、第三者との間に紛争が生じ 

たときは、発注者、受注者協力してその処理解決に当たるものとする。 

 

 



 

 

（検査） 

第 10条  受注者は、業務を完了したときは、遅滞なく、発注者に対して業務完了報 

告書を提出しなければならない。この場合において、発注者が認める場合は、受注

者は、第 12条に規定する経費確定（精算）報告書に代えて、附属書Ⅱ「契約金額内

訳書」（以下「契約金額内訳書」という。）に規定する単価等に基づき確定した経費

の内訳及び合計を業務完了書に記載することができる。 

２ 業務の完了前に、業務仕様書において可分な業務として規定される一部業務が 

完了した場合は、受注者は、当該部分業務に係る業務完了届を提出することがで 

きる。発注者が受注者に対し、当該部分業務に係る業務完了届の提出を求めたと 

きは、受注者は、遅滞なく業務完了届を提出しなけれ ばならない。 

３ 発注者は、前二項の業務完了届を受理したときは、その翌日から起算して 10営 

業日以内に当該業務について確認検査を行い、その結果を受注者に通知しなけれ 

ばならない。 

 

（債務不履行） 

第 11条 受注者の責に帰すべき理由により、受注者による本契約の履行が本契約  

本旨に従った履行と認められない場合、又は、履行が不能になった場合は、発注者

は受注者に対して、完全な履行を請求し、又は履行に代え若しくは履行とともに損

害の賠償を請求することができる。この場合において、本契約の目的が達せられな

い場合は、発注者は、本契約の全部又は一部を解除することができる。 

 

（経費の確定） 

第 12条 受注者は、2023 年 2 月 14日までに、発注者に対し、経費確定（精算）報 

告書（以下「経費報告書」という。）を提出しなければならない。 

２ 受注者は、第 10条第 2項に定める可分な業務にかかる業務完了書を提出する場 

合は、当該業務完了書の提出日の翌日から起算して 30日以内に、発注者に対し、 

当該業務に係る経費報告書を提出しなければならない。ただし、発注者の事業年 

度末においては、発注者が別途受注者に通知する日時までに提出するものする。 

３ 受注者は、契約金額内訳書のうち精算を必要とする費目についての精算を行う 

に当たっては、経費報告書の提出と同時に必要な証拠書類一式を発注者に提出し 

なければならない。 

４  発注者は、第 1項及び第 2項の経費報告書及び前項の必要な証拠書類一式を検 

査のうえ、契約金額の範囲内で発注者が支払うべき額（以下「確定金額」とい 

う。）として確定し、経費報告書を受理した日の翌日から起算して 30日以内に、 

これを受注者に通知しなければならない。 

５ 前項の金額の確定は、次の各号の定めるところにより行うものとする。 

（１）業務の対価（報酬） 

契約金額内訳書に定められた単価及び業務量による額とする。業務履行過程 

において、業務量を確定する場合、発注者と受注者の間で確定させた業務量 

（人・日）に契約金額内訳書に定められた単価を乗じて額を確定するものと 

する。 

 

 

 



 

 

（２）直接経費 

契約金額の範囲内において、領収書等の証拠書類に基づく実費精算による。

ただし、日当・宿泊料、国内旅費、その他対象となる経費については、契約

金額内訳書に定められた単価及び実績による。 

 

（支払） 

第 13条  受注者は、第 10条第 3項による検査に合格し、前条第 4項の規定による 

確定金額の決定通知を受けたときは、発注者に確定金額の支払を請求することがで

きる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求を受けたときは、請求を受けた日の翌日から 

起算して 30日以内に支払を行わなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、発注者は、受注者の支払請求を受理した後、その内 

容の全部又は一部に誤りがあると認めたときは、その理由を明示して当該請求書 

を受注者に返付することができる。この場合は、当該請求書を返付した日から是 

正された支払請求を発注者が受理した日までの期間の日数は、前項に定める期間 

の日数に算入しないものとする。 

 

（天災その他の不可抗力の扱い） 

第 14条  自然災害、感染症又は暴動、ストライキ等の人為的な事象であって、発注 

者、受注者双方の責に帰すべからざるもの（以下「不可抗力」という。）により、発 

注者、受注者いずれかによる履行が遅延又は妨げられる場合は、当事者は、その事 

実発生後遅滞なく、その状況を書面により本契約の相手方に通知しなければならな 

い。また、発注者及び受注者は、通知後速やかに書面にて不可抗力の発生の事実を 

確認し、その後の必要な措置について協議し定める。 

２ 不可抗力により生じた履行の遅延又は不履行は、本契約上の義務の不履行 

又は契約違反とはみなさない。 

 

（発注者の解除権） 

第 15条  発注者は、受注者が次に掲げる各号のいずれかに該当するときは、催告を 

要せずして、本契約を解除することができる。 

（１）受注者の責に帰すべき事由により、本契約の目的を達成する見込みがないと

明らかに認められるとき。 

（２）受注者が本契約に違反し、その違反により本契約の目的を達成することがで 

きないと認められるとき。 

（３）受注者が第 1７条第 1項に規定する事由によらないで本契約の解除を申し出、 

本契約の履行を果たさないとき。 

（４）受注者に不正な行為があったとき、又は発注者の名誉ないし信用を傷つける 

行為をしたとき 。 

（５）受注者に仮差押又は仮処分、差押、競売、破産、民事再生、会社更生又は特

別清算等の手続開始の申立て、支払停止、取引停止又は租税滞納処分等の事

実があったとき。 

（６）受注者が、次に掲げる各号のいずれかに該当するとき、又は次に掲げる各号

のいずれかに該当する旨の新聞報道、テレビ報道その他報道（ただし、日刊



 

 

新聞紙等、報道内容の正確性について一定の社会的評価が認められている報

道に限る。）があったとき。 

 

イ  役員等が、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標

榜ゴロ、特殊知能暴力集団等（各用語の定義は、独立行政法人国際協力

機構反社会的勢力への対応に関する規程（平成 24年規程（総）第 25

号）に規定するところにより、これらに準ずる者又はその構成員を含

む。以下「反社会勢力」という。）であると認められるとき。 

ロ  役員等が暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者であると認め

られるとき。 

ハ 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ニ 法人である受注者又はその役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の

利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、反社会的勢力

を利用するなどしているとき。 

ホ 法人である受注者又はその役員等が、反社会的勢力に対して、資金等を 

供給し、又は便宜を供与するなど直接的若しくは積極的に反社会的勢力

の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

へ 法人である受注者又はその役員が、反社会的勢力であることを知りなが

らこれを不当に利用するなどしているとき。 

ト 法人である受注者又はその役員等が、反社会的勢力と社会的に非難され

るべき関係を有しているとき。 

チ 受注者が、再委託、下請負又は物品購入等にかかる契約に当たり、その 

相手方がイからトまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者 

と契約を締結したと認められるとき。 

リ 受注者が、イからトまでのいずれかに該当する者を再委託、下請負又は

物品購入等にかかる契約の相手方としていた場合（前号に該当する場合

を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者が

これに従わなかったとき。 

ヌ その他受注者が、東京都暴力団排除条例又はこれに相当する他の地方公

共団体の条例に定める禁止行為を行ったとき。 

 

２ 前項の規定により本契約が解除された場合は、受注者は発注者に対し契約金額 

（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額とする。） 

の 10分の 1に相当する金額を違約金として、発注者の指定する期間内に発注者に 

納付しなければならない。この場合において、発注者の被った実損害額が当該違 

約金の額を超えるときは、発注者は、受注者に対して、別途、当該超過部分の賠 

償を請求することができる。 

 

（発注者のその他の解除権） 

第 16条 発注者は、前条第 1項に規定する場合のほか、その理由を問わず、少なく 

とも 30日前に書面により受注者に予告通知のうえ、本契約を解除することができ

る。 

 

 



 

 

２ 第 1項の規定により本契約を解除した場合において、受注者が受注者の責に帰 

 することができない理由により損害を受けたときは、発注者はその損害を賠償す 

 るものとする。賠償額は、受注者が既に支出し、他に転用できない費用に契約業 

務を完成したとすれば収得しえたであろう利益を合算した金額とする。 

 

（受注者の解除権） 

第 17条 受注者は、発注者が本契約に違反し、その違反により業務を完了すること 

が不可能となったときは、本契約を解除することができる。 

２ 前項の規定により本契約を解除した場合は前条第 2項の規定を準用する。 

 

（解除に伴う措置） 

第 18条 発注者は、本契約が解除された場合においては、業務の出来高部分のう 

ち、検査に合格したものについては、引渡しを受けるものとし、当該引渡しを受け

たときは、当該引渡しを受けた出来高部分に相応する発注済金額を支払わなければ

ならない。 

 

（調査・措置） 

第 19条 受注者が、第 15条第 1項各号に該当すると疑われる場合は、発注者は、 

受注者に対して調査を指示し、その結果を文書で発注者に報告させることができ、

受注者は正当な理由なくこれを拒否してはならないものとする。 

２ 発注者は、前項の報告を受けたときは、その内容を詳細に確認し、事実の有無 

を判断するものとする。この場合において、発注者が審査のために必要であると 

認めるときは、受注者からの説明を求め、必要に応じ受注者の事業所に赴き検査 

を行うことができるものとする。 

３  発注者は、第 15条第 1項各号に該当する不正等の事実を確認した場合は、必要 

な措置を講じることができるものとする。 

４  発注者は、前項の措置を講じた場合は、受注者名及び不正の内容等を公表する 

ことができるものとする。 

 

（秘密の保持） 

第 20条 受注者（第 4条に基づき受注者が選任する再委託先又は下請負人を含む。 

本条において以下同じ。）は、業務の実施上知り得た情報（以下「秘密情報」いう）

を秘密として保持し、これを第三者に開示してはならない。ただし、次の各号に定

める情報については、この限りでない。 

（１）開示を受けた時に既に公知であったもの 

（２）開示を受けた時に既に受注者が所有していたもの 

（３）開示を受けた後に受注者の責に帰さない事由により公知となったもの 

（４）開示を受けた後に第三者から秘密保持義務を負うことなく適に取得したもの 

（５）開示の前後を問わず、 受注者が独自に開発したことを証明しうるもの 

（６）法令並びに政府機関及び裁判所等の公の機関の命令により開示が義務付けら 

れたもの 

（７）第三者への開示につき、発注者又は秘密情報の権限ある保持者から開示につ 

いて事前の承認があったもの 

 



 

 

２ 受注者は、秘密情報について、業務の履行に必要な範囲を超えて使用、提供又 

は複製してはならない。 また、いかなる場合も改ざんしてはならない。 

３ 受注者は、本契約の業務に従事する者（下請負人がある場合には下請負人を含 

む。以下「業務従事者等」という。）が、その在職中、退職後を問わず、秘密情報 

を保持することを確保するため、秘密取扱規定の作成、秘密保持誓約書の徴収そ 

の他必要な措置を講じなければならない。 

４ 受注者は、秘密情報の漏えい、滅失又はき損その他の秘密情報の管理に係る違 

反行為等が発生したときは、直ちに被害の拡大防止及び復旧等のために必要な措 

置を講ずるとともに、速やかに発注者に報告し、発注者の指示に従わなければな 

らない。 

５ 発注者は、必要があると認めるときは、受注者の同意を得た上で、受注者の事 

務所等において秘密情報が適切に管理されているかを調査し、管理状況が不適切 

である場合は、改善を指示することができる。 

６ 受注者は、本契約業務の完了後、速やかに秘密情報の使用を中止し、秘密情報 

を含む書類、図面、写真、フィルム、テープ、ディスク等の媒体（受注者が作成 

した複製物を含む。）を発注者に返却し、又は、当該媒体に含まれる秘密情報を復 

元できないよう消去若しくは当該媒体を破壊した上で、破棄し、その旨を発注者 

に通知しなければならない。ただし、発注者から指示があるときはそれに従うも 

のとする。 

７ 前各項の規定は、本契約の業務が完了した後も引き続き効力を有する。 

 

（契約の公表） 

第 21条 受注者は、本契約の名称、契約金額並びに受注者の名称及び住所等が一般 

に公表されることに同意するものとする。 

２ 受注者が法人であって、かつ次の各号のいずれにも該当する場合は、前項に定 

める情報に加え、次項に定める情報が一般に公表されることに同意するものとす 

る。 

（１）発注者において役員を経験した者が受注者に再就職していること、又は発注

者において課長相当職以上の職を経験た者が受注者の役員等として再就職し

ていること 

（２）発注者との取引高が、総売上高又は事業収入の 3分の 1以上を占めている 

  こと 

３ 受注者が前項の条件に該当する場合に公表される情報は、以下のとおりとす 

る。 

（１）前項第 1号に規定する再就職者に係る情報（氏名、現在の役職、発注者  

における最終職名） 

（２）受注者の直近 3ヵ年の財務諸表における発注者との間の取引高 

（３）受注者の総売上高又は事業収入に占める発注者との間の取引高の割合 

４ 受注者が「独立行政法人会計基準」第 13章第 6節に規定する関連公益法人等に 

該当する場合は、受注者は、同基準第 13章第 7 節の規定される情報が、発注者の 

財務諸表の付属明細書に掲載され一般に公表されることに同意するものとする。 

 

（準拠法） 

第 22条  本契約は、日本国の法律に準拠し、同法に従って解釈されるものとする。 



 

 

（契約外の事項） 

第 23条  本契約に定めのない事項又は本契約の条項について疑義が生じた場合は、 

必要に応じて発注者及び受注者が協議して、これを定める。 

 

（合意管轄） 

第 24条  本契約に関し、裁判上の紛争が生じた場合は、当該紛争の内容や形式如何 

を問わず東京地方裁判所又は東京簡易裁判所を第一審の専属的管轄裁判所とする。 

 

 

 

 

 

本契約の証として、本書２通を作成し、発注者、受注者記名押印の上、各自１通

を保持する。 

 

 

2022年 8月 X日 

 

発注者                   

香川県高松市鍛冶屋町３番地         

香川三友ビル１階                       

独立行政法人国際協力機構          

四国センター(JICA四国)                     

契約担当役 所長 小林 秀弥           

受注者 

XXXXXXXXXXXXX 

 



 

 

 

［附属書Ⅰ］ 

業 務 仕 様 書 

 
この業務仕様書は、独立行政法人国際協力機構四国センター（以下「発注者」）が 

実施する「2022年度四国における遠隔研修映像撮影・編集委託事業」に関する業務

の内容を示すもの。本件受注者は、この業務仕様書に基づき本件業務を実施する。 
 

１．業務の背景、目的 

独立行政法人国際協力機構（以下「JICA」）は政府開発援助の実施機関として、

開発途上国に資金的・技術的な協力を実施しています。技術的な協力の一環とし

て、開発途上国の人材育成を目的とし、これら国々の政府関係者等を対象に日本

国内で研修を実施してきました。研修の実施にあたっては、日本国内の大学、地

方自治体、民間企業、NPOなど（以下「研修実施機関」）と業務委託契約を締結し、

研修実施機関の有する知見や地域の特色等を研修の中で提供しています。  

 

しかしながら、2020年からのコロナ禍による世界的影響を受け、来日を前提に

実施してきた研修が不可能となり 2021 年度の研修は研修参加者（以下「JICA 研

修員」）と研修実施機関をオンライン（遠隔研修）で接続し、実施しました。2022

年度についても引き続き遠隔での研修を予定しています。研修実施機関は遠隔研

修教材を作成することになりますが、そのうち、専門的な技術を必要とする映像

撮影・編集・音声編集について、本業務委託契約により調達するものです。  

 

本件受注者は、発注者が 2022 年度に実施する研修のコンテンツを作成すると

ともに、研修事業だけでなく、開発教育、技術協力事業等、様々な場面で広く活

用が可能な国際協力のツールとして活用することを想定したものです。なお、映

像作成にあたっては、研修員が日本の知見を理解できる内容にするとともに、研

修実施先の特色（周辺の環境、文化等）も含めることになります。 

 

２．業務の内容 

   以下に発注者が想定する業務の流れを記載するが、効果的、効率的な作業工程・

方法を考察し、プロポーザル内で提案すること。受注者は発注者が定める撮影/

編集対象（別紙参照）に対し、発注者及び各研修実施機関の監修者の指揮・監督

の元、以下業務を行う。 

 

  （１）各種調整・打合せ 

    受注者は撮影内容の確認及び委細の実施調整を目的として、発注者ならびに

監修者（研修実施機関）との打合せを開催する。また、目的に沿った内容とす

るための助言、提案を行う。 

 

（２）業務実施計画書の提出 

  受注者は、契約締結後速やかに、業務実施計画書を発注者へ提出する。当該 

計画書には撮影・編集の内容およびスケジュールを記載する。 

 

 

（３）撮影・編集業務 

受注者は業務実施計画書に則り、発注者の指示に基づき、講義/視察動画の 



 

 

撮影/編集を行う。英語/西語の音声及びテロップの追加については、発注者手 

配の通訳が同席の元、受注者のスタジオ等で実施する。留意点は以下の通り。 

 

１）講義動画：パワーポイント資料を画面の主構成とし、画面下にワイプして発

表者の映像を映す。音声は発注者手配の通訳の音声を主とし、発表者の音声

は副音声もしくは削除する。委細の調整は編集時に、発注者および監修者と

協議し、定めることとする。過去実績を踏まえた１講義あたりに要する時間

の目安としては、撮影が1時間程度、通訳での準備作業としての文字起こし、

翻訳原稿の作成に約半日、都度編集を行いながらの吹込みに 2時間程度。 

 

２）視察映像：研修実施機関の企画案に基づき、撮影案を作成・提案し、発注者

に合意を得たのち、撮影・編集を行う。音声についての処置は講義動画と同

様。撮影・編集に要する時間は概ね講義動画と同様だが、視察映像の編集に

時間がかかる一方で、音声吹込みの分量は講義と比して少なくなる見込みで

ある。 

 

３) 納品物の容量：受注者は開発途上国の脆弱なネットワーク環境下においても、   

オンライン視聴が可能となるよう、視聴が十分できる質を保ちながらも、可 

能な限り低容量の映像となるように努めること。 

  

４）映像成果物の納品：別紙プログラムの映像対象に対する、翻訳版映像を成果 

物とする。他方、迅速な翻訳準備のため、日本語版の編集映像が完成次第、 

発注者指定場所（Google Drive）に納品を行う。各映像の納期目安について 

は別紙参照。 

 

３．業務実施上の留意事項 

  成果物（映像）作成に関し、以下の点に留意すること。 

■著作権処理：本業務で作成する映像は、発注者が ODA事業目的で利用し、発注 

者がその著作権を有します。受注者は研修コンテンツの著作権を適切に保護す 

ることのできるソフトウェアを開発ください。具体的には以下サイトに掲載の 

「研修事業における著作権ガイドライン（第二版）」の考え方を参照のこと。 

https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/copyrigh

t.html 

  ■成果物（映像）には JICAロゴが常時表示されるよう編集すること。 

 

４．成果物・業務提出物等 

以下いずれも研修コース毎に提出すること。 

 （１）業務計画書          ：和文１部 

 （２）動画（翻訳版）         ：USB等で提出 

 （３）業務完了報告書        ：和文１部 

以上 
附属書 I 別紙 

 

https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/copyright.html
https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/copyright.html


 

 

No. 
研修コース

名 
件数（想定） 

時期 

 
備考 

1 

青年  

大洋州（混

成）・防災

（英語） 

5本 

（いずれも視察

映像） 

8月～12月 

・研修はリアルタイムで行う見込

みであるため、5本いずれも視察映

像となる見通し 

・素材の撮影とそれに伴う出張を 1

本あたり 1日、場所は四国内。 

2 

青年  

アフリカ

（混成）・

アグリビジ

ネス/アグリ

ツーリズム

（英語） 

9本 

（視察映像 2本 

講義動画 7本） 

9月～1月 

・素材の撮影とそれに伴う出張を 2

本あたり 1日、場所は四国内。 

・視察動画は 2本、講義動画 7本

の計 9本を想定 

 

  



 

 

［附属書Ⅱ］ 

契 約 金 額 内 訳 書 

 
様式指定なし 


